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はじめに

⚫ 「DX News」 とは、最新のDX関連ニュースをピックアップし、分かりやすく解説する動画コン
テンツ*（毎月発行）です。

⚫ Aidemyユーザーの方々から、最新のAI・IoTを含むDX動向を知りたい、という声にお応え
して、この度、企画致しました。

⚫ DX Newsでは、主にビジネス的な視点から業界ごとのアプリケーション事例を取り上げなが
ら解説していきます。以下、大きく2つの柱から構成されています。
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DX関連ニュース**

約40分

DX特集

約20分

過去1ヵ月間に発表された記事
を取り上げ、分かりやすく解説。

特に注目すべき分野に
ついて掘り下げて解説。

* アイデミー・ビジネス・クラウド（ABC)に実装されるオプションサービスになります。 ABC契約の企業・組織であれば、ライセンス数に関係なく視聴可能。

** AI / IoT 関連を含みます。
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DXとは

DX（デジタル・トランスフォーメーション）という概念*は、「ICTの浸透が人々の生活をあらゆる
面でより良い方向に変化させること」であるとされる。

3

➢ DXは、企業や組織にビジネスモデル自体の変革という、非連続的な進化を求めるものである。

➢ AI/IoTに代表される先端技術は、その変革ドライバーとなり得る。

* スウェーデンの大学教授のエリック・ストルターマンが提唱した概念であるとされる。

ICTで事業変革
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DX関連ニュース



©Aidemy Inc. All Rights Reserved. Confidential. 5

『Amazon、リストバンド型端末に参入 AIを活用

米アマゾン・ドット・コムが手首に装着して使うリストバン
ド型のウエアラブル端末を発売する。温度センサーや心拍計
などを内蔵した「アマゾン・ヘイロー・バンド」の受注を米
国で始め、人工知能（AI）を活用したサービスを提供すると
27日に発表した。拡大が見込まれるウエアラブル端末市場で
競争が激しくなりそうだ。』

出典：日本経済新聞 2020年8月28日 夕刊
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【解説】Halo Band AIを使い生活改善提案

⚫ Haloサービスは、スマートフォンのカメラとAmazon Haloアプリだけで、体脂肪率を含む包
括的な健康指標を提供する。（標準的なヘルストラッキングガジェットやアプリよりも多い）

⚫ コンピュータービジョンと機械学習における独自の先進技術を利用して、アップロードされた写
真を、ディープニューラルネットワークベースを使って処理することで、利用者の身体を背景か
ら分離し、体脂肪の「ホットスポット」と呼ばれる体脂肪率を測定しやすい場所を分析して、
体の3Dモデルを生成する。

⚫ 利用者は、スライダーを使用して体脂肪率を上下に調整することで、体脂肪の増加または
減少が、体型にどのような影響を与えるかを確認することができる。

6
出典：TechCrunch Japan

価格は、99.99ドル
（半年間の利用料含む）

7ヵ月目からは3.99ドル

日本での販売計画は未定。
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【解説】ウエアラブルで健康ケア

⚫ 世界のスタートアップ企業をはじめ、多くの企業がウエアラブル機器を使った高齢者ケアシステ
ムの開発に取り組んでいる。

⚫ 米グーグルが昨年買収した米フィット
ビットなどのウエアラブル端末は「フィット
ネストラッキング（運動履歴管理）」
の代名詞となっている。

⚫ 日本のスタートアップ、プライムス
（PLIMES、茨城県つくば市）が開発
したスマート嚥下計「GOKURI
(ごくり)」は、首の周りに装着し、嚥下
能力を測ることで、ある食べ物の状態
にその人が安全かつ快適に対応できる
かどうかを判断する。

7
出典：Fitbit / プライムス

➢ 国連によると、世界の人口に占める65歳以上の割合は、現在の約9%から2050年には16%に
増える見通しであり、今後もこの市場は伸びると予想される。
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【解説】ウエアラブル市場

⚫ IDCによると、世界ウェアラブル市場は、2020年第2四半期の出荷台数は8620万台で、
前年同期の7550万台から14.1％増えたという。

8
出典：IDC / CNET Japan

➢ コロナウイルス（COVID-19）の影響で健康志向が高まり、健康管理やフィットネスに活用できる
スマートウォッチやアクティビティトラッカーへの需要が増えたとされる。

➢ また、音声アシスタント対応のワイヤレスイヤホンといったヒアラブルデバイスに対する人気も市場をけ
ん引していて、その需要はスマートウォッチ、アクティビティトラッカーより多いとされる。
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『アマスポーツにプロ並み映像、AIが変える中継技術

スポーツのライブ中継の裾野が広がっている。テレビ局が手
がける有名選手の試合だけでなく、学生などアマチュアの試
合もインターネットで配信が始まった。イスラエルのピクセ
ルロットが開発した人工知能（AI）を使ったシステムは、カ
メラを置くだけで無人で撮影、編集、配信し、制作コストを9
割引き下げる。技術開発が草の根の競技の活性化に一役買っ
ている。』

出典：日経産業新聞 2020年8月28日
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【解説】大量の試合中継映像をAIが機械学習

⚫ ピクセルロットは、過去に人が制作した大量の試合中継の映像を、AIに機械学習させること
で、それを基に撮影した映像から、必要そうな映像を切り出してつなぎ合わせて編集している。

⚫ サッカーやバスケットボール、アイスホッケーなど種目ごとに試合映像を学習させており、10種
目以上の試合に対応しているという。

10

カメラ本体の価格は1台約300万円（通常は、1試合の番組制作費が1000万円以上かかる）

サンプル動画 https://youtu.be/-zvXln3gJj4

➢ 今までに中継できなかったようなアマチュアの試合も動画配信が可能。（欧米ではすでに商用化）

出典：Pixellot

https://youtu.be/-zvXln3gJj4
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【解説】スポーツ動画配信市場

⚫ 野村総合研究所の予測によると、25年の市場規模は863億円と19年比で3倍以上に成
長すると見込まれる。

11

出典：NRI（値はすべて予測値）

➢ 高速通信規格「5G」やVR（仮想現実）を使った新しい観戦サービスの出現に加えて、映像制作の
自動化による視聴コンテンツの増加も、市場拡大に貢献すると予想されている。

動画配信

IoT関連
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『ヨーカ堂、AIが商品発注 9月から全店8000品目

セブン&アイ・ホールディングス傘下のイトーヨーカ堂は人工
知能（AI）が商品の発注作業を担うシステムを、9月1日から
全店に導入する。菓子や冷凍食品、酒類など食料品の6割にあ
たる8千品目が対象。実証試験では発注にかかる時間が3割減
り、欠品率も2割下がった。デジタル技術の活用で現場作業の
負担を軽減すると同時に、発注業務の精度とスピードを向上
させる。』

出典：日本経済新聞 2020年8月28日 電子版
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【解説】AI発注により、発注業務の効率化を図る

⚫ 価格や商品陳列の列数などの情報や、気温・降水確率などの天候情報、曜日特性や客
数などの基本情報をAI システムが分析し、最適な販売予測数を発注者に提案するもので
ある。店舗の発注担当者は、このデータを踏まえ、発注判断を行う。

13
出典：イトーヨーカ堂 プレスリリース
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【解説】小売業におけるDXの変化

⚫ 米ネット通販最大手であるAmazon.comが引き起こす「Amazonエフェクト」は、米国にお
いてのみでなく、日本国内の小売業にも大きな影響を及ぼしている。消費者の購買行動が
実店舗からオンラインショッピングへと移行したことで、国内の百貨店や商店が閉鎖に追い込
まれるなど、大きな影響を及ぼしている。

⚫ Amazonエフェクトとは別に、人口減少に伴う働き手不足も接客業に大きな影響を及ぼし
ていると考えられる。

⚫ そのような中で、キャッシュレス決済の促進や、店舗における受付業務等へのAI・ロボットの
導入、小売店でのセルフレジの導入など、デジタル技術導入の取組は、喫緊の課題となって
いる。

14
出典：情報通信白書（令和元年）
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【解説】リテールAIで買い物体験を変える

⚫ トライアルグループが開発した、タブレットとバーコードリーダーを搭載したセルフレジ機能付き
の買い物カート。（写真左）

⚫ 小売店での使用に特化したAIエンジン搭載カメラ。商品棚の監視やお客様の店内での動
線分析をおこない、売場の最適化に寄与する。（写真右）

15

スキャン済み商品のデータ（商品名、値段、
個数）や合計金額を表示する。お客様の購買
状況等に合わせてクーポンやおすすめ商品情
報、レシピ等を配信。

売り場にカメラを設置し、何を手に取り、どの
棚で立ち止まったのかを可視化。「何を買った
か」だけでなく「何に興味を持ったか」まで踏
み込み、客をひき付ける売り場を作る。

出典：トライアル ホームページ
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『札幌のインディテール、牛乳の質を高める実証実験

システム開発のインディテール（札幌市）は宇野牧場（北海
道天塩町）と組み、乳用牛の乳量や品質を高める実証実験を9
月にも始める。人工知能（AI）で牧草地の生育状況を分析。
牛が食べる牧草の質や量を管理する。人件費の抑制につなげ
る狙いだ。』

出典：日本経済新聞 2020年8月20日 電子版
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【解説】良好な牧草地をドローンとAIが選定

⚫ 最良な草地を自動選定

広さ160ヘクタールの広大な放牧地を区画し、ドローンが各区画の牧草を撮影。その撮
影データから牧草の生育具合をAIで自動判別し、その日の最良な放牧エリアを選定する。

⚫ 放牧エリアのゲート自動制御

各区画の境界線にはリモートで制御可能なゲートが設置されており、AIが放牧エリアを
選定したあとは、各ゲートの開閉によりその日の放牧エリアを自動形成する。

17
出典：インディテール プレスリリース
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【解説】農業分野における課題

⚫ 農業分野では、担い手の減少・高齢化の進行等により労働力不足が深刻な問題。
農業就業人口414万人（1995年）→210万人（2015年）

18
出典：農林水産省 資料
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【解説】農林水産業・食品産業分野における課題

⚫ 農林水産業・食品産業の現場では、依然として人手に頼る作業や熟練者でなければでき
ない作業が多く、省力化、人手の確保、負担の軽減が重要な課題となっている。

19

農林水産業の現場には、機械化が難しく手作
業に頼らざるを得ない危険な作業やきつい作
業が多く残されている。

農業者が減少する中、一人当たりの作業面積
の限界を打破することが求められている。

選果や弁当の製造・盛付など多くの雇用労力に
頼っているが、労働力の確保が困難になってい
る。

出典：農林水産省 資料
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『ベネッセ、児童の苦手分野見える化 教育DXの基盤整う

教育関連各社が学校教育のデジタルトランスフォーメーショ
ン（DX）に取り組む。ベネッセコーポレーションは児童の意
欲や弱点などを見える化して指導に生かす。新型コロナウイ
ルス禍をきっかけに文部科学省は2020年度中に、小中学生全
員に1人1台情報端末の配備を目指す。DXの基盤が整い、教育
現場が変わる可能性がある。』

出典：日本経済新聞 2020年8月25日 電子版
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【解説】学校のICT環境

⚫ 学校のＩＣＴ環境整備状況は脆弱であるとともに、地域間での整備状況の格差が大きい。

21
出典：文部化科学省 資料

学校の授業におけるデジ
タル機器の使用時間は
OECD加盟国で最下位

5.4人/台

3人/台
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【解説】GIGAスクール構想（文部科学省）

⚫ GIGAスクール構想とは、全国の学校で義務教育を受ける児童生徒に、1人1台の学習者
用PCやクラウド活用を前提とした、高速ネットワーク環境などを整備する5年間の計画をまと
めたもの。（GIGAとは、Global and Innovation Gateway for All）

⚫ 目的は、子どもたちの個性に合わせた教育の実現にある。さらに教務や保健などのデータを
一括管理する「統合系校務支援システム」の導入で、教員の負担を減らして働き方改革に
つなげる狙いもある。

⚫ GIGAスクール構想の初年度予算は2318億円。20年度中には、希望する全ての小・中・
高等学校、特別支援学校の校内LAN整備を支援するため、整備費用の2分の1を補助
する。1人1台の学習者用PCの導入は23年度までに実現する計画で、1人あたり最大4.5
万円の補助金を支給する。

22
出典：文部化科学省 資料 / 各社発表資料

サービス名 サービス内容

ミライシード（ベネッセ） グループ学習や演習問題ができるタブレット教材

スタディサプリ（リクルート） プロ講師による授業動画配信

キュビナ（コンパス） 人工知能を活用したデジタル教材

ナビマ（凸版印刷） 解答者の間違え方に応じて出題を変えるタブレット教材

各社のサービスの一部
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『三菱商事などAIバス全国展開 福岡に続き長野でも

三菱商事と西日本鉄道は人工知能（AI）を使ったオンデマン
ドバスを全国展開する。専用アプリで利用者が乗降場所を指
示すると、最適ルートをAIが判定する。2019年から運行して
いた福岡県に続き、年内にも長野県で始めるほか、複数の自
治体とも議論を進めている。短距離なら路線バスよりも効率
的に運行でき、運転手不足や乗客減に悩む地域の交通網の維
持に役立つとみている。』

出典：日本経済新聞 2020年8月5日 電子版
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【解説】オンデマンドバス のるーと

⚫ 「のるーと」は、決まった運行ルートを持たず、利用者がスマートフォンの専用アプリから乗降場
所を入力すると、AIが効率的なルートを運転手に伝えて利用者を迎えに行く。路線バスより
も少ない台数で地域交通網を維持できると期待されている。

24

➢ 全国の地域が抱える交通課題の解決を目指す。

➢ 同様の取り組みは、アイシン精機の「チョイソコ」、NTTドコモの「AI運行バス」など始まっている。

定員は8名

出典：のるーと ホームページ
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【解説】地方部の公共交通分野の課題

⚫ 地域公共交通の輸送人員は軒並み大幅な下落傾向にあり、全国の6割の事業者が赤字。

⚫ 特に地方部のバス事業の収支率は、低い水準。また、低賃金、長時間労働などにより、自
動車運転者を志望する人が減り、人手不足が深刻化。

25
出典：国土交通省 資料

➢ モビリティサービス（MaaS等）の推進により、これらの課題解決を目指す。

➢ フィンランド ヘルシンキ市で2014年、域内の自家用車を2025年までにゼロにするロードマップが提示さ
れ、 2016年、様々な公共交通を一括で検索・予約・決済できるアプリ「Whim」がスタート。
⇒ 公共交通機関の利用シェアの増加（ヘルシンキ市でのWhimユーザー：48％→74％）
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『住友林業、DXで住宅設計支援 図面最短3日で完成

住友林業グループはビルダーや建築材料を加工するプレカッ
ト工場向けの構造設計支援サービスを始めた。ビルダーが作
製した建物全体の形態や間取りなどを記した図面（意匠図）
から、構造計算書、木材のプレカットに使う加工図の元とな
るデータなどを人工知能（AI）が一括して自動生成する。ビ
ルダーやプレカット工場の業務合理化に役立つ。』

出典：日経産業新聞 2020年8月30日
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【解説】DX化で人手不足や長時間労働の是正

⚫ 現状の住宅設計は「意匠図の作成」「構造計算」「プレカット加工図の作成」を「ビルダー」
「設計事務所」「プレカット工場」がバラバラに行っているため、時間や手間がかかっている

27

➢ AIが意匠図から構造計算書、構造伏図、CAD連携データなどを一括して自動生成する。
（クラウドでデータを送受信するため、約30日かかっていた時間を最短3営業日へ短縮する。）

出典：住友林業 プレスリリース
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【解説】建設業界のDX化の流れ BIM/CIMの推進

⚫ BIM/CIM（Building / Construction Information Modeling, Management）とは、調査・計画・
設計段階からBIM/CIMモデルを導入し、その後の施工、維持管理の各段階においても、
情報を充実させながらこれを活用することである。

28

建設業で生産性を低下させている要因
として、2次元の紙の図面で各種作業
を進めていることがある。

2次元図面から完成形状を想像するた
めには経験が必要、紙で情報共有する
には回覧や複写する必要がある。

出典：国土交通省 BIM/CIM資料
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『大京、「老いるマンション」の課題をDXで解決

大京はグループ会社を経由してウェブ会議や人工知能（AI）
などのITでマンション管理を効率化する。管理組合の総会を
ウェブ視聴できるようにしたほか、管理契約の委託手続きを
電子化したり、書類をクラウドに保管したりするサービスを
始める。マンション管理業界の「3つの老い」（建物の老朽化、
居住者の高齢化、労働力の老い）などにデジタルトランス
フォーメーション（DX）技術で対応する。』

出典：日経産業新聞 2020年8月12日
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【解説】DXによる次世代型マンション管理サービス

⚫ 大京はグループ会社を通じて、マンションをとりまく社会課題の「3 つの老い」（建物の老朽
化、居住者の高齢化、労働力の老い）などに今後対応していく。

30

出典：大京 プレスリリース

➢ 影響は、①建物の老朽化による修繕コスト増加と管理組合の積立金不足、②居住者の高齢化や
居住者属性の多様化による管理組合の合意形成の困難化、③労働力の高年齢化による働き手
不足がある。

第1弾として管理組合の総会をウェブで視聴
できる「WEB総会」を7月から試験導入。
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【解説】不動産テックの動き

⚫ 不動産テック（Prop Tech、ReTech：Real Estate Techとも呼ぶ）とは、不動産×テ
クノロジーの略であり、テクノロジーの力によって、不動産に関わる業界課題や従来の商習慣
を変えようとする価値や仕組みのこと。

31
出典：一般社団法人不動産テック協会 ホームページ

カテゴリ名 定義

VR・AR VR・ARの機器を活用したサービス、VR・AR化するためのデータ加工に関連したサービス

IoT
ネットワークに接続される何らかのデバイスで、不動産に設置、内蔵されるもの。また、その機器から得られ
たデータ等を分析するサービス

スペースシェアリング 短期〜中長期で不動産や空きスペースをシェアするサービス、もしくはそのマッチングを行うサービス

リフォーム・リノベーション
リフォーム・リノベーションの企画設計施工、Webプラットフォーム上でリフォーム業者のマッチングを提供す
るサービス

不動産情報 物件情報を除く、不動産に関連するデータを提供・分析するサービス

仲介業務支援 不動産売買・賃貸の仲介業務の支援サービス、ツール

管理業務支援 不動産管理会社等の主にPM業務の効率化のための支援サービス、ツール

ローン・保証 不動産取得に関するローン、保証サービスを提供、仲介、比較をしているサービス

クラウドファンディング
個人を中心とした複数投資者から、webプラットホームで資金を集め、不動産へ投融資を行う、もしくは
不動産事業を目的とした資金需要者と提供者をマッチングさせるサービス

価格可視化・査定 様々なデータ等を用いて、不動産価格、賃料の査定、その将来見通しなどを行うサービス、ツール

マッチング
物件所有者と利用者、労働力と業務などをマッチングさせるサービス（シェアリング、リフォームリノベーショ
ン関連は除くマッチング）

物件情報・メディア 物件情報を集約して掲載するサービスやプラットフォーム、もしくは不動産に関連するメディア全般
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【解説】不動産情報サイト リノシー

⚫ RENOSYは、GAテクノロジーズが運営する不動産テック総合ブランドであり、AIやRPAなど
のテクノロジーを活用した各種サービスを提供している。

32
出典：リノシ― ホームページ

一般的に不動産取引は、消費者の取引経
験自体が少ないことから、顧客が自身の
目的に沿ってスムーズにサービスを利用
することが難しい領域であった。

そのため、「RENOSY」は、顧客が自身の
目的に沿って、よりスムーズにサービス
を利用し、理想の暮らしを実現していた
だけるよう不動産体験を提供している。

サービスを抜粋
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DX特集
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DXの促進へ向けて ～ 2020DX銘柄の選定

⚫ 経済産業省は、我が国企業の戦略的IT利活用の促進に向けた取組の一環として、東京
証券取引所と共同で、中長期的な企業価値の向上や競争力の強化のために、経営革新、
収益水準・生産性の向上をもたらす積極的なIT利活用に取り組んでいる企業を、「攻めの
IT経営銘柄」として2015年より選定してきた。

⚫ 2020年からは、デジタル技術を前提として、ビジネスモデル等を抜本的に変革し、新たな成
長・競争力強化につなげていく「デジタルトランスフォーメーション（DX）」に取り組む企業を、
「デジタルトランスフォーメーション銘柄（DX銘柄）」として選定する。

34
出典：経済産業省 東京証券取引所 DX銘柄2020資料
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選定プロセス

① 「デジタルトランスフォーメーション調査2020」の実施 ⇒ 535を選定対象

② 一次評価：「選択式項目」及び財務指標によるスコアリング

③ 二次評価及び最終選考

35
出典：経済産業省 東京証券取引所 DX銘柄2020資料

「DX銘柄2020」選定プロセス
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評価のフレームワーク

⚫ 「DX銘柄2020」の選定においては、「デジタルトランスフォーメーション（DX）」を「企業がビ
ジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用して、顧客や社会のニーズ
を基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革するとともに、業務そのものや、組織、プロセ
ス、企業文化・風土を変革し、競争上の優位性を確立すること」と定義している。

⚫ 以下の3つの要素を「DXの推進（ビジネス・業務の変革）」として評価している。

36
出典：経済産業省 東京証券取引所 DX銘柄2020資料

DXの取組（ビジネス・業務の変革）の評価
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DX銘柄2020 選定企業

37
出典：経済産業省 東京証券取引所 DX銘柄2020資料

初選出は13社。鹿島建設、ダイダン、日清食
品ホールディングス、中外製薬、AGC、ダイキン
工業、ヤマハ発動機、トプコン、NTTデータ、住
友商事、トラスコ中山、りそなホールディングス、
GA technologies。

一方、6年連続で選ばれている企業は、アサヒグ
ループホールディングス、ブリヂストン、JFEホール
ディングス、JR東日本、東京センチュリーの5社で
ある。
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DX注目企業2020 選定企業

DXの裾野を広げていく観点で、DX銘柄に選定さ
れていない企業の中から、総合的評価が高かった
企業、注目されるべき取組を実施している企業に
ついて、「DX注目企業」として選定。

38
出典：経済産業省 東京証券取引所 DX銘柄2020資料
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DXグランプリ2020 小松製作所

39
出典：経済産業省 東京証券取引所 DX銘柄2020資料
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DXグランプリ2020 トラスコ中山（機械工具卸）

40
出典：経済産業省 東京証券取引所 DX銘柄2020資料
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まとめ（考察）

⚫ DXとは、プロセスを電子化する／データを取って使う／レガシーを刷新する／人間をAIに置
き換えるのではない。

⚫ DXとは、デジタル技術を使って、繋がり方を変えて、本当にやりたかったことをやる。
⇒ 経営戦略とデジタル戦略は一体、ユーザー視点で新しい価値を提供。

⚫ ２０２５年には、技術交代や人材不足の更なる深刻化が進み、DXを進める企業とそう
でない企業での差が拡大。

⚫ デジタルは経営戦略そのもの。

⚫ DXの実現に向けては、事業部門も含めたビジョンの浸透、レガシーを刷新する中長期的な
ITシステム投資計画、外部人材の活用やスタートアップとの協業など全社的な課題であり、
経営者のリーダーシップが必要である。
⇒ 現状、PoCどまりの取り組みが多く、十分に進んでいるとは言えない。

41
出典：経済産業省 資料を参考
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【Vol.2の内容】

⚫ はじめに / DXとは

⚫ Amazon、リストバンド型端末に参入 AIを活用（アマゾン)

⚫ アマスポーツにプロ並み映像、AIが変える中継技術（ピクセルロット）

⚫ ヨーカ堂、AIが商品発注 9月から全店8000品目（イトーヨーカ堂）

⚫ 札幌のインディテール、牛乳の質を高める実証実験（インディール）

⚫ ベネッセ、児童の苦手分野見える化 教育DXの基盤整う（ベネッセ）

⚫ 三菱商事などAIバス全国展開 福岡に続き長野でも（三菱商事）

⚫ 住友林業、DXで住宅設計支援 図面最短3日で完成（住友林業）

⚫ 大京、「老いるマンション」の課題をDXで解決（大京）

⚫ DXの促進へ向けて 〜 2020DX銘柄の選定（経済産業省、東京証券取引所）

42
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【本資料について】

他社商標に関する表記

⚫ 記載されている会社名・製品名は、各社の商標、または登録商標です。

免責事項

⚫ コンテンツ(第三者から提供された情報を含む)の正確性･妥当性の確保に努めており
ますが、コンテンツの利用によって利用者等に何らかの損害が生じた場合にも、一切の
責任を負うものではありません。
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